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令和６年度 事業報告 

岡山理科大学附属高等学校 
現代は、想定されていなかった出来事が突然発生し、私

たちの日々の生活や世界のあり方までも変わってしまう

時代です。このような社会をたくましく生きる若者を育む

ため、国を挙げて進められる教育改革を踏まえ、本学建学

の理念「ひとりひとりの若人が持つ能力を最大限に引き出

す」教育プログラムを展開します。 
 

 

令和 6 年度は、社会全体がポスト・コロナから次の段階へと移行し、AI・生成系技

術やデジタル教育の進展、国際情勢の変化、また環境問題や多様性に対する意識の高

まりが加速する中で、教育にも柔軟かつ実践的な対応が求められた一年でした。 

このような時代の変化に応えるべく、本校では新しい学習指導要領の理念に基づ

き、生徒の「生きる力」を育む教育改革を進めてまいりました。探究的な学び、協働

的な学びを重視した授業づくりを通じて、生徒の主体性と創造性を高めることを目指

しました。 

本校では、引き続き「グローバルサイエンス」「総合進学」「スポーツサイエンス」「国際バカロレア」の

4 つの教育コースにおいて、生徒の個性や目標に応じた教育活動を展開しました。いずれのコースにおいて

も、岡山理科大学など、加計学園の教育資源を最大限に活用し、特色あるカリキュラムの充実を図り、生徒

たちの将来に直結する力の育成に努めました。 

なお、国際バカロレアコースについては、昨年度に国際認定組織による再認定を受け、令和 6 年度はその

枠組みに基づいた教育実践に取り組みました。 

また、通信制課程においては、学びの多様化と生徒一人ひとりのニーズに応えるべく、ICT を活用した個

別最適化された学習環境の整備に取り組みました。加計学園の教育資源を活用し、深い学びを実現するため

の基盤づくりを進めました。 

本校では、加計学園として策定した「加計学園ビジョン 2026」に基づき、附属中学校との連携強化、探

究・キャリア教育の推進など、未来を見据えた教育改革を着実に進めております。 

令和 6 年度を通じて、全教職員が一丸となり、生徒の可能性を最大限に引き出す教育の実現に向けて取り

組み、一定の成果を得ることができた一年となりました。 

 

Ⅰ．教育の推進 

１）加計学園全体の教育資源を有機的に活用した質

の高い教育の提供と進路の開発 

２）世界が認めるグローバル人材を育む国際バカロ

レア教育の推進 

３）時代の要請に応える国際的な通信制教育の展開 

 

Ⅱ．生徒の支援 

１）生徒の多様な資質や希望に応えるコース設計 

２）生徒支援・指導体制の充実 

Ⅲ．地域社会との連携 

Ⅳ．国際理解と国際貢献 

Ⅴ．ＤＸの推進 

Ⅵ．ガバナンス体制と内部質保証システム 

岡山理科大学附属高等学校 校長 田原 誠  
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Ⅰ．教育の推進 

１．質の高い教育の提供に関する目標 

中期計画 令和６年度 事業計画 令和６年度 事業報告 評価 

［1］質の高い教育

の提供に関する計画 

1）加計学園の高等

教育機関と各教育コ

ースとの連携につい

て、その実施方法等

を評価・検討しなが

ら推進する。 

［1］加計学園の高等教育機関

との連携による質の高い教育の

提供 

グローバルサイエンスコース

の生徒を対象に、関連大学教員

による講演や授業を聴講するカ

リキュラムを引き続き実施す

る。生徒が大学の教育や研究に

触れることで、学問的な探求へ

の興味を深めるとともに、個々

の能力や適性の発見、そして自

己成長を促進する。さらに、進

路を見いだした生徒が連携大学

へスムーズに進学する道を築く

ため、連携教育を大学の単位と

して認定する制度を引き続き設

けていただく。 

このような岡山理科大学との

連携を強化するため、高大接続

担当を任命し、円滑な活動を推

進する。特に、グローバルサイ

エンスコース 1 年次、2 年次の

サイエンスワーク（大学聴講）、

2 年次、3 年次のゼミ活動につ

いては、大学側との緊密な連携

によりその充実を図る。 

［1］加計学園の高等教育機関との連携による質

の高い教育の提供 

令和 6 年度においても、加計学園の高等教育機

関との連携を通じて、高校と大学の学びを効果的

に接続する教育活動を展開した。 

グローバルサイエンスコースでは、高大連携科

目「サイエンスワーク」を中心に、1 年次には大

学教員による専門的な講義を通して、高校での学

びと大学教育との関連性を明確にし、学問への関

心を深める契機とした。2 年次には大学講義の聴

講、3 年次には大学の研究室におけるゼミ参加を

実施し、発展的な内容への理解を促すとともに、

探究的思考力や対話力の育成につなげた。岡山理

科大学との連携については、担当者を配置し、プ

ログラムの見直しとさらなる質的向上に向けた検

討を進めた。 

また、スポーツサイエンスコースでは倉敷芸術

科学大学との連携により、スポーツ科学の専門知

識や技能を実践的に学ぶ機会を提供した。総合進

学コースにおいては、岡山理科大学専門学校と連

携し、専門性の高い大学教員による講義や実習を

実施することで、生徒の進路意識の明確化と将来

に直結した学びの深化が図られた。 

これらの取り組みを通じて、大学レベルの学び

に触れる機会を生徒に提供することで、学問に対

する意欲と視野を広げるとともに、主体的な進路

選択につながる教育成果が得られた。 

S 

2）新しい学力観の

養成に即した教育方

法や、ICT を活用し

た授業方法の導入を

進める。 

［2］新しい学力観の養成に即

した教育方法 

教員一人ひとりが教科教育の

専門性を高め、授業の質的改善

を図り、生徒の基礎・基本的な

学力の定着を目指す。また、生

徒に応じた細やかな教育指導を

実施する。さらに、発表や討論

の時間を設定し、対話的な協働

学習を進めるなど、実践的な協

働教育の充実を図ることで、生

徒が主体的に学習する環境を構

築することに努める。 

［2］新しい学力観の養成に即した教育方法 

新学習指導要領に基づき、新しい学力観に即し

た授業を展開した。教科ごとに教材や指導方針、

評価方法の見直しを進めるとともに、教員間での

授業見学や協議を通じて、授業改善と教育力の向

上に努めた。 

また、観点別評価の導入に対応し、校内研修や

情報共有を通じて新たな評価方法の理解と実践を

促進した。 

対話的で協働的な学びの充実を図るため、「総

合的な探究の時間」では、生徒による調査・発

表・討論などを全コースで実施し、思考力や表現

力の育成を図った。 

B 
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中期計画 令和６年度 事業計画 令和６年度 事業報告 評価 

［3］ICT 活用教育の推進 

iPad を、情報検索、学習成果

や調査結果、プレゼンテーショ

ンなどの学習活動に活用した

り、Classi のコンテンツを授業

や復習に活用したりするなど、

ICT を活用した教育活動を積極

的に推進する。ICT 活用につい

て校内外の研修に参加し、整備

されたインターネット環境をよ

り有効に活用する方法を調査す

る。 

［3］ICT 活用教育の推進 

年度当初の職員会議でネットワーク活用の指導

徹底を図り、教職員全体で ICT 活用への意識共有

を行った。 

生徒は iPadや PC を活用し、共同学習やオンラ

イン教材による学習、課題提出、ポートフォリオ

の作成・保存を行ったほか、Classi を活用して

HR 活動、連絡、アンケート調査なども実施し、

ICT の効果的な活用を推進した。 

 

 

B 

3）教育改善の効果

を、大学進学や進路

の開拓、各種資格の

獲得などで指標化し

て確認する。 

［4］進学指導プログラムの充

実 

外部テストのデータを活用

し、進路目標に合わせた学習到

達目標を設定して指導を進め

る。データなどから生徒に適し

た進路選択を提案し、進学結果

と統合して、進学指導プログラ

ムの充実を図る。 

［4］進学指導プログラムの充実 

生徒一人ひとりの進路実現を支えるため、進学

指導の充実に努めた。特に、校外模試をはじめと

する各種外部テストを積極的に活用し、各コース

の教育目標に応じた学力の定着と向上を図った。 

これらの外部テストは、生徒の学力の現状を客

観的に把握するとともに、基礎学力の定着や、志

望校合格に向けた課題の明確化にもつながった。

また、生徒個々の到達目標に応じた指導計画の策

定に役立て、学習面での個別支援にも反映させ

た。 

B 

 

２．国際バカロレア教育推進の目標 

中期計画 令和６年度 事業計画 令和６年度 事業報告 評価 

［2］国際バカロレ

ア教育の推進 

1）国際バカロレア

教育理念や教育方法

などを全校的な活動

として普及させる。 

［5］国際バカロレア教育

(IB）理念などの全校的普及 

昨年度の国際バカロレア教

育 5 年目認定評価で示された

指針に基づき、IB 教育が目指

す全人教育や教育方法などを

他のコースにも広めるため、

授業公開やコースを越えての

教科会議の開催など、全校的

な取り組みを実施する。 

［5］国際バカロレア教育(IB）理念などの全校的

普及 

IB が掲げる全人教育の理念や教育方法を他のコ

ースにも広めることを目標としていたが、全校的

な授業公開や教科横断型の会議開催などの取り組

みを十分に実施するには至らなかった。 

次年度以降は、改めて組織的に計画を立て、段

階的に IB 教育の理念を校内全体に波及させる取り

組みを推進していく必要がある。 

C 
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中期計画 令和６年度 事業計画 令和６年度 事業報告 評価 

2）国際バカロレア

教育で大きく育つ入

学生の確保を進め

る。 

［6］国際バカロレア教育

(IB）入学生の確保 

国際バカロレア教育(IB）に

ついて理解を得るための広報

活動を展開する。その際、文

部科学省 IB 教育推進コンソー

シアムと連携した普及活動を

展開する。また、近隣県にも

IB 教育の理解を広げるため、

岡山大学 IB 入試推進室などと

の連携を検討する。 

さらに、令和 5 年度までの 2

年間の修了生の大学合格や進

学実績を基に、進学面での成

果を広報活動に用いる。 

［6］国際バカロレア教育(IB）入学生の確保 

国際バカロレア教育への理解促進と入学生確保

を目的とした広報活動を多方面で展開した。特

に、文部科学省 IB 教育推進コンソーシアムにおい

て、IB 教育の実践や成果について紹介した。 

また、本校が主催するオープンスクールや学校

説明会等では、IB 教育の教育理念やカリキュラム

の特徴を紹介するとともに、ディプロマ資格の大

学進学実績を具体的に紹介し、来場者に対して、

本校 IB コースの魅力を積極的に発信した。 

こうした広報活動を通じて、入学生の確保に努

めた。 

C 

3）定期的な研鑽機

会の確保等により、

担当教員の指導力の

向上を進める。 

［7］国際バカロレア教育担当

教員の定期的な研鑽機会の確

保 

国際バカロレア機構(IBO)開

催の教員研修会へ定期的に参

加する。研修参加者との情報

交換などを通して、国際バカ

ロレア教育の考え方や教育方

法について、担当教員の理解

や認識をさらに向上させる。 

IB 教育を行う他の学校や IB

教員を養成する大学コースか

ら教員や実習生を受け入れ

て、授業評価や意見交換を進

める。 

［7］国際バカロレア教育担当教員の定期的な研鑽

機会の確保 

国際バカロレア教育（IB）の質を維持・向上さ

せるため、IBO（国際バカロレア機構）が定める規

定に基づき、該当教員が認定研修会に参加し、各

自の専門領域における知識と指導力の向上を図っ

た。 

また、IB 担当教員による週 1回のコース会議を

継続して実施し、授業の進行状況、評価方法、学

習指導の方向性などについて情報共有と意見交換

を行い、教育活動の一貫性と改善を図った。 

さらに、昨年度には IBO による本校プログラム

の再認定を受けており、その枠組みに基づいた教

育実践のさらなる定着と質の維持に取り組んだ。 

C 

4）国際バカロレア

の教育方法について

の校内教員研修（他

コース担当教員対

象）を進める。 

［8］国際バカロレア教育担当

教員による校内での教員研修 

国際バカロレア教育 5 年目認

定評価で示された指針に基づ

き IB 教員と他コース教員間の

情報交換や研修を進め、IB 教

育が目指す全人教育目標や教

育方法などを他のコースにも

広める。 

［8］国際バカロレア教育担当教員による校内での

教員研修 

IB 授業担当教員は、毎週定期的にコース会議を

開催し、教育方針の検討や情報交換を行ってい

る。 

IB コース以外の所属の教員も IB 授業を担当して

おり、IB 的な教育理念や学習法を校内全体に波及

させる役割を担った。 

C 

 

 

 

 

 



岡山理科大学附属高等学校 - 134 -  

３．国際的な通信制教育の展開の目標 

中期計画 令和６年度 事業計画 令和６年度 事業報告 評価 

［3］国際的な通信

制教育の展開の計画 

多様な学習者の学

びのニーズを評価・

検討し、教育プログ

ラムの向上を進め

る。 

［9］国際的な通信制教育の展

開 

時代の要請に応える国際的

な通信制教育を構築していく

ために、広報活動や履修者か

らの聞き取りなどを通して学

びのニーズを把握するととも

に、新たな学びの方法などを

検討・検証する。 

［9］国際的な通信制教育の展開 

海外からの受講が可能な本校独自の通信制教育

の特性を活かし、中国をはじめとする海外の教育

関係者と連携し、学習ニーズや学習内容、スクー

リングの在り方についての検証を行った。 

また、在留資格の面でもより多くの留学生が来

日して通信制課程を履修できる体制を構築した。 

こうした取り組みを通じて、国際的な教育ニーズ

に応える新たな学びの形を模索し、今後のさらな

る展開に向けた基盤づくりを進めた。 

A 

 

 

Ⅱ．生徒の支援 

１．生徒の多様な将来像に応えるための目標 

中期計画 令和６年度 事業計画 令和６年度 事業報告 評価 

［4］生徒の多様な

将来像に応えるため

の計画 

生徒が持つ将来像

について、体系的に

学習し、体験する機

会を提供し、各自の

キャリア実現に求め

られる学力や能力を

育成する。 

［10］生徒の多様な将来像に

応えるための方策 

2 年生の自主活動期間や長期

休業中におけるキャリア教育

の一環として、職場訪問を実

施する。このような多様な社

会体験により、社会人として

必要な知識や技能を身につ

け、実社会で生き抜くために

役立つ多様な能力を養成す

る。 

キャリア教育の一環として

各学年の生徒を対象に進路ガ

イダンスを実施し、進路情報

の提供を行う。 

［10］生徒の多様な将来像に応えるための方策 

生徒の進路に対する意識を高め、将来の多様な

選択肢に対応できる力を育むため、段階的な進路

指導とキャリア教育を一体的に展開した。 

『1 年生：高校生に変える、2年生：受験生に変

える、3 年生：卒業後の進路に適応させる』という

方針のもと、各学年に応じた進路ガイダンスを実

施し、進学・就職に関する具体的な情報提供を行

った。特に 3 年生には、進路分類に応じた指導や

三者面談、選抜試験対策、企業訪問など、きめ細

かな支援を行った。 

また、自主活動期間や長期休業中には、職場訪

問の機会を企画・実施し、生徒が社会と接点を持

ち、進路選択への意識を高めるきっかけとした。 

B 
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２．多様な生徒の支援に関する目標 

中期計画 令和６年度 事業計画 令和６年度 事業報告 評価 

［5］多様な生徒の

支援に関する計画 

健康管理や学校生

活及び家庭生活にお

ける具体的な相談や

指導に対応するた

め、生活支援体制を

更に充実させる。 

［11］教育相談体制の充実 

多様な生徒のニーズに応じた

細やかな教育指導と生活指導の

充実を図る。 

生徒一人ひとりの養育歴や家

庭環境に配慮し、保護者と連絡

を取り合い、最適な指導方法を

検討していく。また、担任は必

要に応じて、教育相談室や外部

機関と連携をとりながら生徒を

見守る。 

［10］相談体制の充実 

教育相談室長の下、カウンセラー2 名体制によ

る相談体制を継続し、生徒の多様な悩みや不安に

対して適切な支援を行った。相談対応において

は、各ケースの内容を丁寧に把握し、個別の状況

に応じた対応を心がけた。また、担任・コース

（学年）管理職・保健室・相談室が連携し、必要

に応じて保護者とも密に連絡を取りながらチーム

で支援を行い、早期解決に努めた。 

B 

 

 

Ⅲ．地域社会との連携 

１．良好な社会的関係構築に関する目標 

中期計画 令和６年度 事業計画 令和６年度 事業報告 評価 

［6］良好な社会的

関係構築に関する計

画 

学校行事への招待

などによる地域交

流、校外清掃などボ

ランティア活動等、

地域コミュニティー

との関係を維持・発

展させる活動を行

う。 

［12］良好な社会的関係構築を

図る方策 

授業を設定せずに様々な活動

に充てることのできる自主活動

期間を利用し、福祉施設、校外

清掃活動、小学生対象の英語学

習補助など、地域に貢献するボ

ランティア活動を実施する。家

庭と協力し、県や市が主催する

コミュニティー活動、地元の町

内会活動など校外の諸活動への

積極的な参加を促し、社会の一

員としての意識を醸成する。 

［12］良好な社会的関係構築を図る方策 

令和 2 年度の新型コロナウイルス感染症を契機

に中止となっている文化祭での地域住民との交流

活動や施設訪問については、本年度も実施を見送

った。 

一方で、地域社会とのつながりを意識した活動

として、グローバルサイエンスコースでは、7 月

12 月および 3 月に通学路の一斉清掃を実施した。

生徒自身が公共の場を意識し、地域貢献の意義を

体験的に学ぶ機会となった。 

また、通学時には、岡山駅や交差点付近におい

てマナー遵守を促す指導活動を継続し、生徒の公

共意識や社会的責任感の醸成にも取り組んだ。 

C 
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２．地域教育の目標 

中期計画 令和６年度 事業計画 令和６年度 事業報告 評価 

［7］地域教育の計

画 

校外清掃などボラ

ンティア活動や企業

の見学実習などを行

う。 

［13］提携企業等と連携した教

育の提供 

自主活動期間や長期休業中に

おけるキャリア教育の一環とし

て職場訪問を計画する。このよ

うな多様な社会体験により、社

会人として必要な知識や技能を

身につけ、実社会で生き抜くた

めに役立つ多様な能力を養成す

る。 

［13］提携企業等と連携した教育の提供 

企業と連携した実践的なキャリア教育を推進す

るため、1・2 年生を対象に企業講師による就職

ガイダンスを実施した。社会で求められる知識や

姿勢についての講話を通じて、生徒の職業観の醸

成と進路意識の向上を図った。 

また、就職希望者を対象に、自主活動期間や長

期休業中を活用して企業訪問を行い、実際の職場

に触れる体験を通して、社会人として必要な基礎

的資質や職業的技能の理解を深めた。 

B 

［14］国際バカロレア（IB）教

育プログラムの導入 

国際バカロレア教育のコアと

なる「創造性・活動・奉仕」プ

ログラムに倣い、一定のボラン

ティア活動計画を他のコースの

総合的な探究の時間に組み入れ

ることを検討する。 

［14］国際バカロレア（IB）教育プログラムの導

入 

国際バカロレア（IB）コースでは、「創造性・

活動・奉仕」につながる活動が教育の一環として

実施することとなっている。他のコースにおいて

も、生徒が社会に主体的に関わる姿勢や力を養う

ことを目的に、「総合的な探究の時間」やボラン

ティア活動（例：校外清掃）、企業調査・訪問な

どを実施し、社会人として必要な多様な能力の育

成を図った。 

C 

 

 

Ⅳ．国際化の推進 

１．国際理解と異文化交流の目標 

中期計画 令和６年度 事業計画 令和６年度 事業報告 評価 

［8］国際理解と異

文化交流の計画 

交流協定による教

育プロジェクト、生

徒の海外研修などを

実施する。 

［15］交流協定校との交流 

異文化交流活動に積極的に取

り組む。また、留学生を積極的

に受け入れる。 

韓国やタイなどの交流協定校と

研修団の相互交流、関連大学の

留学生との交流などを実施し、

そのような機会に生徒を積極的

に参加させることによって、異

文化交流を推進する。 

［15］交流協定校との交流 

今年度は、海外の協定校と以下の交流を実施し

た。 

・韓国正明・木洞高校訪問（令和 6 年 10 月）、 

・韓国正明高校来校（令和 7 年 2 月）、 

・泰日工業大学研修来校（令和 6 年 8 月）、 

・米国ライト大学、フィンドリー大学の訪日文化

研修（令和 6 年 6 月～7 月） 

これらの交流では、本校各コースの生徒が相手

側の生徒などが交流を実施した。 

B 
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２．国際的な教育の目標 

中期計画 令和６年度 事業計画 令和６年度 事業報告 評価 

［9］国際的な教育

の計画 

対象国での広報活

動の展開と生徒の受

け入れを行う。 

［16］国際的な教育の推進 

通信教育により海外の生徒を

募集する加計学園の関連校（学

校法人英数学館など）と共同で

広報活動を展開し、生徒の確保

を図る。 

［16］国際的な教育の推進 

加計学園の通信制高校および国際交流局の協力

のもと、現地の教育関係者との連携を通じて、学

習内容や受講体制についての情報提供を行い、海

外在住の生徒や保護者への理解促進に努めた。 

また、留学生が来日して本校の通信制教育を受

けられるよう、在留制度の承認を受ける新たな制

度を整備した。 

B 

 

 

Ⅴ．ＤＸの推進 

１．ICT 活用に関する目標 

中期計画 令和６年度 事業計画 令和６年度 事業報告 評価 

［10］ICT 活用に関

する計画 

ICT 活用推進のた

めの FD 実施及び各種

証明書の申請手続き

の web 化を図る。 

［17］ ICT 活用に関する方策 

ICT に関して、年間 2 回の教

職員活動を実施する。 

各種証明書の申請手続き WEB

化のための方法を調査し、比較

検証する。 

［17］ICT 活用に関する方策 

学校内の ICT 環境の活用を推進するため、年度

初めの職員会議にて「ネットワーク利用の手引

き」を配布し、本校ネットワークの運用ルールや

活用方法について教職員全体に周知・徹底を図っ

た。 

なお、証明書申請などの事務作業の電子化につ

いては学園全体で共通して利用できるプラットフ

ォームの必要性が確認されている。 

C 

 

 

Ⅵ．ガバナンス体制と内部質保証システム 

１．学校運営の改善及び効率化に関する目標 

中期計画 令和６年度 事業計画 令和６年度 事業報告 評価 

［11］学校運営の改

善及び効率化に関す

る計画 

校長がリーダーシ

ップを発揮できる環

境を充実させるた

め、組織及び運営の

改善を継続的・恒常

的に実施する。 

［18］学校運営会議の強化 

教育職員と事務職員が一体と

なり、附属高校の方向性を共有

するために、学校運営会議を定

期的に開催し、学校を取り巻く

現状を報告、確認することによ

って、必要な措置を講じる。ま

た、協議した内容は職員会議で

全校に諮る強力な運営体制を維

持継続する。 

学校運営会議には附属中学校

の管理職を隔週ごとに招いて附

属中学校との合理的・一体的な

運営を進める。 

［18］学校運営会議の強化 

校長・教頭・事務部長・校務分掌課長に加え

て中学校の教頭を含む構成で学校運営会議を毎

週開催し、中高連携を意識した効率的な学校運

営を継続した。会議内では、教育活動や校務全

般に関する情報共有・連絡調整を図り、統一的

な方針のもとで組織的な意思決定を行った。 

また、運営会議で検討された内容について

は、職員会議を通じて教職員全体に共有し、全

員が共通理解のもとで業務を執行できるように

努めた。 

B 
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中期計画 令和６年度 事業計画 令和６年度 事業報告 評価 

［19］教科会議の強化･連携 

教科会議を定期的に開催し、

議事録によって検討事項、決定

事項を校長、教頭に報告する。 

［19］教科会議の強化･連携 

教科会議を定期的に開催し、議事録を校内サ

ーバーに上げて、管理職を含め、教職員との情

報共有を図った。 

C 

［20］情報共有の強化 

職員会議以外にも、Classi、

メールや校内情報サーバーによ

って、教職員間の情報共有を図

る。 

［20］情報共有の強化 

教職員への連絡事項は、職員朝礼、校内メー

ル、Classi を利用して情報の共有し、学校の活

動方針の統一を行った。 

B 

［21］校務横断的な取組み 

複数の校務分掌を担当するこ

とによって、業務の理解及び業

務の分散化を図る。 

［21］校務横断的な取組み 

教員は主たる分掌分野に加えて、補助的に業

務を担当する分野に所属し、業務の理解及び業

務の分散化を図った。 

C 

 

２．教育の質保証に関する目標 

中期計画 令和６年度 事業計画 令和６年度 事業報告 評価 

［12］教育の質保証

に関する計画 

アクティブラーニ

ングの導入や IB 教育

の理念を取り入れた

授業を実施すること

により効果的な教育

方法・教育内容を充

実させる。 

［22］教職員の資質向上への

取組み 

学校現場で必要となるリーダ

ーシップ性を向上させるため

に、各種の研修やワークショッ

プ等へ参加させることで、個々

のスキルアップを図り、組織の

一員として自己の確立へ導く。 

国際バカロレアや新学習指導

要領に関係する研修へ積極的に

参加させる。 

外部団体主催の教科指導に関

係する研修への参加を強く勧め

る。 

研修で得た情報は、教科会議

や授業見学などよって教員間で

の普及を進める。 

教員が年度当初に教員活動全

般にわたり具体的な取り組み目

標を立てて、年度途中と年度末

に自己評価して教員力の向上を

行う活動を実施する。 

［22］教職員の資質向上への取組み 

県私学協会主催の研修会や、教育関連団体・企

業による教科別研修会への参加を通じて、教職員

の専門性向上と指導力の強化に努めた。研修への

参加を通じて得られた知見は、校内での共有に努

め、各教員の授業改善にも活かされた。 

一方で、新型コロナウイルス感染症に関連する

影響に加え、校内では、入学者数の増加に伴う業

務量の増加もあり、年度を通じて研修参加の機会

は限定的となった。 

今後も、教職員の資質向上を継続的に支援する

体制づくりと、多忙化に対応した柔軟な研修参加

の工夫が課題となる。 

また、常勤教員を対象に、活動目標と計画を年

度当初にまとめて、校長、教頭と面談し、中間期

と学年末に振り返る活動を実施した。この活動に

合わせて、教員による相互の授業見学を全校的に

企画・実施し、教員指導力の向上を図った。 

C 
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３．教育の質保証に関する目標 

中期計画 令和６年度 事業計画 令和６年度 事業報告 評価 

［13］内部質保証に

関する計画 

内部質保証を充実

させ、組織運営の改

善に活用するため、

的確な評価指標を設

定し、適正な個人評

価（教員活動評価）

を実施する。 

［23］学校運営会議の強化 

教育職員と事務職員が一体と

なり、附属高校の方向性を共有

するために、運営会議や教科会

議などを定期的に開催するとと

もに、自己点検及び外部評価を

実施する。 

［23］学校運営会議の強化 

「校務分掌担当やコースなどが業務を立案し、

それを学校運営会議で検討し、職員会議に諮る」

という一連の流れを遵守しながら、円滑かつ透明

性のある学校運営を推進した。また、学校運営に

関する外部からの評価として、毎年度末に保護者

を対象とした学校調査アンケートを実施し、その

結果を今後の改善と運営方針の見直しに活用して

いる。 

B 

［24］教科会議の強化 

教科指導に関しては、教科主

任が中心となり授業研究を進

め、教科内での共有を図る。 

［24］教科会議の強化 

教科会議は各教科において定期的に開催し、授

業運営の円滑化や授業の改善に努めた。 

C 

［25］授業評価による授業の

改善 

教頭、教頭補佐等によって授

業評価を行い、教育の内容と指

導力の改善などを進める。 

生徒による授業評価を実施

し、授業担当者による効果的な

授業の進め方を検討する。 

［25］授業評価による授業の改善 

常勤教員を対象に、活動目標と計画を年度当初

にまとめて、校長、教頭と面談し、中間期と学年

末に振り返る活動を実施した。この活動に合わせ

て、教員による相互の授業見学を実施し、全校的

に企画・実施し、教員指導力の向上を図った。 

また、生徒による授業評価を実施し、教員の授

業改善に向けての振り返りに活用した。 

C 

 

４．財政基盤の強化に関する目標 

中期計画 令和６年度 事業計画 令和６年度 事業報告 評価 

［14］財政基盤の強

化に関する計画 

経費を抑制するた

め財務情報等を活用

し、財務分析を行う

ことにより業務の現

状を検証し資源配分

の重点化や経費削減

など、より一層の効

率化を実現する。 

［26］財政基盤の強化 

円滑な学校運営を進めるた

め、定員の確保を最優先課題と

して本校の教育への取り組みや

その特徴を引き続き広報する。

特に、中学校の進路指導者や塾

教員への理解を高め、入学者を

安定的に確保していく。財政的

に体力のある組織を構築するた

め、将来を見据えた改革と選択

を進め、人件費、教育研究経

費、管理経費の適正化に取り組

んでいく。 

［26］財政基盤の強化 

オープンスクール参加者および入試受験者数は

昨年度に次いで多くの関心を集めた一方で、入学

者数は大幅に減少した。この要因としては、公立

高校が入学定員確保のため合格水準を下げたこと

が影響していると推察される。こうした状況を受

け、来年度に向けては入学者減少の要因を早急に

分析し、広報活動の見直しや効果的な戦略の再構

築を図るとともに、中長期的な入学者確保に向け

た基本方針の立案を進めていく。 

また、授業料については、文部科学省の就学支

援金制度の範囲内にとどまる形での値上げを令和

7 年度より実施する制度改革を行い、家庭の負担

を最小限に抑えながら財政基盤の安定化を図る方

策を講じた。 

さらに、ICT を活用して、教育の質を保ちつつ

人件費の増加を抑えるための手法として「全通併

修方式」の導入に向けた検討を進める。 

C 
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主な行事 

4 月 8 日 始業式 

4 月 9 日 入学式 

4 月 16 日 前期入学式（通信） 

5 月 11 日 PTA 総会 

7 月 9 日 後援会総会（通信） 

7 月 19 日 全校集会 

9 月 2 日 全校集会 

9 月 17 日 前期卒業式（通信） 

9 月 20 日 体育祭 

10 月 1 日 後期入学式（通信） 

10 月 7 日 文化祭 

12 月 23 日 全校集会 

1 月 6 日 県外生入試 

1 月 25 日、26 日 選抜１期入試 

2 月 19 日 選抜２期入試 

3 月 1 日 卒業式 

3 月 11 日 後期卒業式（通信） 

3 月 18 日 終業式 
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学生数・教職員数 

■在籍生徒数 

 

 

■卒業者数等一覧 

（令和６年度） 

区分 卒業者 
就職希望者 

A 

就職者 

B 

就職率 

B/A 

進学希望者

C 

進学者 

D 

進学率 

D/C 

全日制課程 268 名 24 名 17 名 70.8％ 244 名 244 名 100％ 

通信制課程 33 名 3 名 2 名 66.7％ 30 名 29 名 96.7％ 

 

主な入試合格大学 

（国公立）岡山大学、広島大学 他 3 大学 

（海外）Sunway University、Univ of Nottingham 

（私立大学）岡山理科大学、倉敷芸術科学大学、吉備国際大学、駒澤大学、東海大学、東洋大

学、立教大学、同志社大学、関西大学、近畿大学、関西学院大学、兵庫医科大学、

川崎医科大学、立命館アジア太平洋大学 他 52 大学 

（専門学校）岡山理科大学専門学校、玉野総合医療専門学校 他 20 校 

主な就職先 

（県内）ナカシマプロペラ（株）、（株）新来島サノヤス造船、三井造船特機エンジニアリング

（株）、独立行政法人国立印刷局岡山工場 他 8 社 

（県外）トヨタ自動車（株）、マツダ（株）、ダイハツ工業（株）本社 他 5 社 

（公務員）海上自衛隊 

 

■教職員数 

 

■在籍生徒数
（令和6年5月1日現在）

グローバルサイエンスコース 100

総合進学コース 200

スポーツサイエンスコース 80

国際バカロレアコース 20

400 381 1,200 967

（広域）普通科 - - 600 141

400 381 1,800 1,108

（単位：人）

総　合　計

全日制課程　　計

通信制課程

普

通

科

入学定員 入学者数

381

全

日

制

課

程

9671,200

在学者数課程・学科・コース名 収容定員

■教職員数
（令和6年5月1日現在）

校長 教頭 教諭 教員　計 事務職員

（単位：人）

121 3 51 55
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財務関係 

 

■事業活動収支 

 

 

■財務改善に向けた取組 

今後、岡山県内の１５歳人口が急速に減少することを

踏まえ、安定的な学校運営を行うためには定員の確保が

最優先課題であり、受験生のニーズに沿った募集活動は

もとより、在校生の満足度を上げる必要があると考え、

過去３年間で着実に増加してきている入学生数をさらに

増加させるため、引き続き本校の教育活動並びに教育内

容を多角的に伝え、広報活動の充実を図った。また、在

校生について教育活動はもとより心身ともに健康に過ご

せるように、担任や生徒指導課と教育相談室及び保健室

が綿密に連絡を取り、連携を強化した。 

 

 

 

 

 

 

■施設設備整備報告（抜粋） 

老朽化に伴う改修工事及び設備設置について、緊急性の高いものから順次整備する予定としており、今年度は第 10 校

舎の耐震改修工事を実施した。 

装置・設備については、老朽化に伴うエアコンの更新を実施した。 

 

主な施設関係                                       （単位：千円） 

事業名 金額 

第十校舎 耐震補強等改修工事 270,248 

横井上グラウンド第 1 受水槽新設工事 56,318 

 

主な装置・設備関係                                    （単位：千円） 

事業名 金額 

校舎エアコン更新 他 19,595 

 

 

（単位：千円）

令和６年度
予算額

令和６年度
決算額

学 生 生 徒 等 納 付 金 639,478 641,609

経 常 費 等 補 助 金 300,190 328,002

そ の 他 収 入 82,304 83,776

計 1,021,972 1,053,387

人 件 費 717,218 709,548

教 育 研 究 経 費 342,810 329,327

管 理 経 費 159,500 161,750

そ の 他 支 出 0 10

計 1,219,528 1,200,635

△ 197,556 △ 147,248

収 受 取 利 息 等 88,700 157

支 借 入 金 利 息 等 3,647 3,646

△ 3,647 △ 3,489

△ 201,203 △ 150,737

収 資 産 売 却 差 額 等 88,700 88,700

支 資 産 処 分 差 額 等 0 6,324

88,700 82,376

△ 112,503 △ 68,361

△ 328,753 △ 376,295

△ 441,256 △ 444,656

教
育
活
動
収
支

収
入

支
出

　　　　　　　　　年度
　　科目

基本金組入前収支差額

基本金組入額合計

当年度収支差額

教育活動収支差額

経常収支差額

特
別

特別収支差額

教
活
外

教育活動外収支差額


